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アシュリー，マーシャルによる経済学・商学教育の制度化

一創設期のバーミンガム大学商学部を中心に一

斗　沢 保

はじめに

　財政改革と伝統的な自由貿易政策の転換をせまる

チェンバレン（J．Chamberlain，1836－1914）の関税改

革運動が，今世紀初頭のイギリスにおける政治・経

済上の一大争点をなしたことはよく知られている，

それは，「大不況」期に顕著になったレッセ・フェー

ルの理念に対する様々な批判の到達点であり，正統

派財政，正統派経済思想に対する挑戦を象徴的に表

現していた．アシュリー（W．J．　Ashley，1860－1927）

やヒュインズ（W．A．　S．　Hewins，1865－1931）のよう

な歴史門経済学者はチェンバレンめいわば経済顧問

として活躍したし，「イギリスの産業上の主導権」の

喪失を強く憂えるマーシャル（A．Marsha11，1842－

1924）もこの問題に深い関わりをもった．実際，「時

の指導的な経済学者や経済史家の大半が，ある者は

きわめて公然と，またある者は舞台裏でこの大規模

な論争に参加したのであり」，おそらく「経済思想は

政策形成過程および公衆の説得に不可欠であっ．

たn．」世紀の転換期にイギリス資本主義は大きな危

機を迎え，「世界の工場」期につくられた理念や制度

は変態を余儀なくされていたが，そのことに時の経

済学者は深い関わりをもった．

　チェンバレンの関税改革については，いくつかの

領域で多くの研究がなされてきたが，最近の研究は，

それをイギリス経済の停滞あるいは相対的衰退に対

する最初の大きな対応であったと捉えている．』1890

年代はしばしばイギリス経済の「更年期」といわれ

るが，「ドイツ製品騒動」，「アメリカの侵入」に続い

て，新しい世紀が明けると「イギリス産業の危機」

が叫ばれ，貿易収支の危機的様相，海外投資国家へ

の傾斜はいっそう顕著になった．関税改革運動は，

このようなイギリスの工業国家としての相対的衰退，

およびランチィエ経済化，今日流にいえば「産業の

空洞化」に対する警鐘であった2）．実際，チェンバ

レンの要請で書かれたr関税問題』（1903年）のなか

で，アシュリーはイギリス産業の将来について次の

ように警告している．すなわち，世界の諸列強は，

高率の保護関税に訴えてでも，主要製品を自国で製

造し，品質の向上とコストの低廉化に努めてきた．

もしもイギリスが現行の政策を続けるならば，その

基幹産業は破壊され，資本はますます海外の工場建

設に投資されるであろう．そして，ロンドンと他の

二，三の大都市を除いて，イギリスは「利子生活者

の快い居住地」となり，「旅行産業」で繁栄する，こ

うして「オランダの歴史が繰り返されるだろう」3）

と．しかしながら「生産国」を訴える関税改革論者

の声は，シティを基盤とする金融，サーヴィス諸利

害，あるいはシティ，イングランド銀行，大蔵省か

らなる‘the　core　institutional　nexus，とそれが推進

する政策の前に敗退することになった4）．そして，

エッジワースが起草した「反チェンバレン宣言書」

に署名したマーシャルおよび正統派の経済学者は，

結果的にはこの政策を支持したのであった．

　関税改革は，世紀転換期におけるイギリス資本主

義の危機のなかで生みだされた「近代化戦略」（mod・

emization　strategy）5）のいわば対外的なものであ

った．それと交錯しながら，対内的には，ウェッブ

夫妻やローズベリ卿，ホールディンらによって，「ド

イツ的経営」を範とする「国民的能率（national

e伍ciency）の探求」が進行していた6）．その主眼は，

ドイツやアメリカの躍進に対応する技術革新・技術

教育の振興であったが，それはより広く新しい社会

組織・経営組織のための人材形成をめざしていた．

ウェッブ夫妻とヒュインズによるLSE（London

School　of　Economics，1895年），チェンバレンとア

シュリーによるバーミンガム大学商学部（1902年）

の創設等は，明らかにこの「近代化戦略」としての

「国民的能率の探求」の一環であったし，また，マー

シャルによるケンブリッジの経済学トライボスの創

設（1903年）も広い意味でその一環として考えるこ

とができる．世紀転換期におけるヒュインズ，アシ
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ユリー，およびマーシャルらによる経済学・商学教

育の制度化は，この時期のイギリス資本主義の要請

を強く反映しており，ヒュインズやアシュリーのよ

うな「歴史学派」とマーシャルとの間にかなりの共

通点があった．その時，イギリスの経済学者とビジ

ネスの世界はかなり接近し，イギリス経済思想史上

おそらく例外的に企業者と企業組織および経営の研

究が進んだ．しかし，それはドイツやアメリカのよ

うに経営学・経営経済学という新しいパラダイムの

形成に導くことはなかった．イギリス資本主義の要

請をより強く反映したバーミンガムの実験は，同時

代の諸外国（ドイツ，アメリカ，あるいは日本）と比

べて相対的に「失敗」し，ケンブリッジの経済学ト

ライボスは，ピグウ（A．C．　Pigou，1877－1959）のもと

で正統派経済学者の養成に専念し，ケンブリッジ学

派の形成という形で実を結ぶことになった．

　チェンバレンの関税改革運動については，わが国

でもこれまで数多くの研究がなされてきたが，彼の

もう一つの試みである対内的な「近代化戦略」につ

いては，十分な検討がなされてきたとはいえない．

本稿は，アシュリーやヒュインズ，およびマーシャ

ルが深く関わった経済学・商学丁丁の制度化の問題

をとうして，イギリス社会との関わりでみた世紀転

換期の経済思想史の一側面に光をあてようとしてい

る．

L　経済学の制度化におけるイギリスの後進性

‘1867年のパリ万国博が萌らかにしたイギリスの

技術的優位の後退が，その後の科学・技術教育運動

を推進し，地方の工業都市におけるcivic　co1ユege叢

生の契機となったことはよく知られている．国際的

な産業上の競争，とくにドイツにおける「組織化さ

れた技術革新」の範と脅威が，イギリスにおける科

学の制度化，あるいは科学・技術教育の組織化を促

進した大きな要因であった．1870年代から80年代

初め，企業家の醸金をもとに各地に誕生したcivic

coUegeは，だいたい今世紀初頭に大学（civic　uni－

versity）になった．他方，1880年代半ばから第一次

大戦前夜にかけて，ビジネス教育および大学におけ

る独立の学科・学部としての経済学の制度化を求め

る大きな運動があった7）．しかし，19世紀末葉から

今世紀初頭に特徴的な経済学およびビジネス教育の

制度化を先導したのは，やはりドイツとアメリカで

あり，アシュリーやマ7シャルが自らいうように，

経済学の先進国イギリスはこの点においても明らか

に後進的であった．

　1875年に新興国アメリカを訪ねて以来，世界経済

における「イギリスの産業上の主導権」という問題
は，』 }ーシャルの経済思想全体を貫く重要な柱であ

ったという8）．それとの関連で，彼は早くから教育

による人材の形成に強い関心を寄せていたが，経済

学トライボスの創設を導いた『経済学および政治学

の関連分野におけるカリキュラム創設の訴え』（1902

年）で，彼は次のように述べている．すなわち，19

世紀初期にイギリスの経済学は世界の先端にあり，

同国の経済発展は今日でもその経済史を各国の経済

学者の主要な関心にしている．しかし，イギリスの

大学は非常に厳格に経済学の研究を制限してきたの

で，同国のエコノミストは，多くの緊急の問題の処

理を大部分外国人の著作に依存している．アメリカ，

ドイツその他の諸国では，非常に多くのビジネスマ

ンおよび政府の官僚が大学で経済学を勉強し，実際

の問題を一般的な原理・法則に関連させて考えるよ

うになっている6しかし，イギリスにはそういう人

材がほとんどいない9），と．

　（1）　経済学会の形成

　昨年・今年は，マーシャル『経済学原理』の公刊，

王立経済学会の創設，およびEooπo〃沈ノbπ㎜1（以

下『ジャーナル』と略記する）の創刊100年を記念す

る年であるが，専門的あるいは職業的に追求される

ものとしての経済学一研究，教育を通してであれ，

行政，ビジネスにおける適用を通してであれ一の

歴史はそれほど古くはない．「マーシャルは，イギ

リスにおけるacademic　economicsの真の創設者」

であったというが，大学における専門的な学科とし

ての経済学が確立し発展したのは，D，ウィンチがい

うように，ここ100年余りのことであった．「経済

学の制度化」という国際研究プロジェクトでもしば

しば指摘されたように，academic　economicsある

いは専門的経済学は，あらゆる指導的な工業国家に

おいて19世紀末葉に興隆したのであった10）．実際，

アシュリーによれば，マーシャルが1885年にケン

ブリッジの経済学教授に就任し，各地の大学やカレ

ッジに経済学の教授職，専任講師職が設けられ，『ジ

ャーナル』やE60％0痂oRθρゴ卿の創刊（両町とも

1891年）によって，学術論文を公表する場が与えら

れるようになった時，イギリスの経済学は「経歴を

もち始め」たのであった11）．

　1860年野末から70年代に古典派経済学が崩壊し，
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その後経済学を再建していく過程で，歴史学派・

‘Realistic　School’がもった重要性は広く認められ

ている．タリフ・レズリーやアシュリーを中心とす

るイギリス歴史学派およびフォクス’ウェル（H．S．

Foxwe11，1849－1936）はもちろん，マーシャルも，

「それは，我々の時代の主要な業績の一つであり，世

界の富への最高の価値物の付加である」と述べてい

る12）．さて，1870年代から80年代にかけて，アメ

リカの若き有能な経済学徒はドイツの大学に魅せら

れ，，またイギリスの大学で歴史を学ぶ者はドイツに

留学しなければ一人前でないとみなされたという．

経済学の中心はイギリスやフランスからドイツに移

ったと考えられ，とくに統計学や財政学のような

「有用な」学問がアメリカの学徒をひきつけた．ま

た1872年には，当面する諸問題に対するドイツ・

マンチェスター派の無策を背景に，ワグナー，シュ

モラー，ブレンターノらを中心にドイツ社会政策学

会が創設されていた．当時の多くの文献が示すよう』

に，歴史学派・‘Realistic　Schoo1’，および実際の社

会経済問題に対して集産主義的な対処を助言し要求

する「社会政策学派」は，おそらく国際的にみて時

代の大きな潮流であった．イギリスでそれをもっと

も強く体現していたのは，オクスフォードで歴史を

学び；ブレンターノ（L．Brentano，1844－1931）やシ

ュモラー（G．Schmoller，1838－1917）と親しく，「イ

ギリスの講壇社会主義者」といわれるアシュリーで

あった13》．

　ドイツで学び1880年代初めに帰国した若き「異

端者たち」は，アメリカの大学の新旧の経済学部で

経済学者としての専門職につき，「新しい経済学」を

普及させた．正統派経済学はもはや政策形成に適切

な原理を提供しないし，有能な官吏や実業家を養成

しないというのが，彼らの共通の認識であった．そ

して，イリー，セリグマン，E．J．ジェイムズ（1855－

1925）らの努力で，1885年，F．A。ウォ一律ーを最初

の会長にアメリカ経済学会（American　Economic

Association）が誕生し，アメリカ経済思想史におけ

る新たな出発点をつくった．アメリカ経済学会が誕

生した翌1886年目は，ハーバードから英語圏で最

初の専門的な経済学雑誌武闘吻ノbπ甥α1げEω一

πo〃毎㏄が，またコロンビアからR泌漉。α1＆加％6θ

伽吻吻が創刊された．こうして，経済学はアメ

リカ社会において，イギリスに先行していわば制度

として「経歴をもつ」ようになった瑚．

　その伽惣吻ノbπ甥α1げE切πo痂αヲの第二巻
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に，フォクスウェルは「イギリスにおける経済学の

動向」を寄稿し，蘇生しつつある母国の経済学の状

況を見事に概観し，末尾で，イギリスでも経済学会

を組織し経済学雑誌を発刊して，遠からずアメリカ

の例にならうであろうことを予告している．フォク

スウェルやボルグレイプによって計画は既に進行し

ていたが，イギリス科学振興会F部門の会長であっ

たマーシャルの呼びかけで，イギリス経済学会

（British　Economic　Association）が成立するのは

1890年11月，そして同学会が，エッジワースの編

集でEωηo〃眈ノ伽㎜」を創刊したのは翌年3月目

あった．1890年頃『経済学原理』刊行の年でもある

が，rジャーナル』には経済学固有の論理（organon）

を確立し，科学として専門化しようとするマーシャ

ルの意向が反映され，それは「ケンブリッジの精神

を例証する」ともいわれた．他方，イギリスで相対

的に孤立する若い「オクスフォード・エコノミス

ト」たちは，アシュリー，ヒュインズ，キャナンら

を中心に，1886年，オクスフォード経済学会を組織

し，アメリカ経済学会との提携を望んだ．またrジ

ャーナル』に先だって，オクスフォードから歴史

的・倫理的色彩の濃いEωηo痂61～6漉ωが創刊さ

れた．しかし，歴史派経済学者アシュリーはイギリ

スの大学ではポストにつくことができず，1888年，

トロントに新設された政治学部の教授としてカナダ

に渡った．そして，1892年にはハーバードに招かれ

て英語圏で最初の経済史教授となり，1901年母国に

戻るまで，制度化の先進国アメリカで活躍すること

になった．また，ヒュインズをはじめとするイギリ

スの歴史派経済学者は，1895年にウェッブ夫妻らの

力でケンブリッジに対抗して創設されたLSEの初

期の発展に多大な貢献をすることになった15｝．

　1890年に誕生したイギリス経済学会は，1902年

に王立経済学会（Royal　Economic　Society）と改称

し，今日に至っている．J．　M．ケインズもいうよう

に，「イギリス経済学の近代」（the　modem　age　of

British　economics）は，世紀転換期に始まるといえ

るかもしれない．その間，LSEは1900－1年度から

再組織されたロンドン大学の構成部分となり，事実

上その「経済・政治学部（商工業を含む）」として，

イギリスで初めて経済学の学位を授与するようにな

った．また1902年には，アメリカから帰ったアシ

ュリーのもとでバーミンガム大学商学部が開設され，

翌年にはマンチェスターとリーズに同様の学部が創

設された．ジェヴォンズによる経済学教育の伝統を
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もつオウエンズ・カレッジ（1903年からマンチェス

ター大学）では，1901年からチャプマン（S。J．　Chap・

man，1871－1951）が文芸（Arts）部の経済学教授とな

り，1903年から同時に商学部長となった．そして同

年には，マーシャルが腐心していたケンブリッジの

経済学トライボスが創設され，オクスフォードでも

経済学のDiplomaが設立された16）．マーシャルは，

1908年に経済学教授をピグウに譲るが，彼が経済学

教授職にあった20有余年の間に，経済学は独立の

学問としてイギリスの大学に制度化されたといえよ
う．

　（2）経済学。商学教育の遅れ

　リカード経済学の普及とともに，「イギリスでは

1820年代に経済学クラブがつくられ，オクスフォー

ド，ケンブリッジ，そして創設問もないロンドンの

ユニヴァーシティ・カレッジに経済学教授職が設け

られた。しかし，アシュリーによれば，それらはド
　　　　　ゆ
イツの大学の教授職のような機能的なものではなく，

多分に名義的で政治的経歴の補足物のようなもので

あった．それらは，生計の資をもたらすのでもそれ

だけの義務を伴うものでもなく，「教授の講義は真

の教育制度の一環ともいえなかった．」実際，オク

スフォードのドラモンド講座（1825年創設）は，年間

9回の講義と最低3人の聴講生を義務づけられただ

けであった．また，1829年に開講したユニヴァーシ

ティ・カレッジのマカロックの経済学講義でさえ，

学生数は1829－30年度の16人から次年度には6人

に減り，1835年に彼が辞任した後その講座はほぼ

20年間空席のままであった．アシュリーによれば，

イギリスの大学の経済学は，専門職の養成とは無縁

の教養形成の一部にすぎず，経済生活とのリンクを

もっていなかった1η．

　マーシャルが1885年にケンブリッジの経済学教

授に就任した時，経済学は大学における独立の学科

目ではなく，道徳科学および歴史学のトライボス

（優等卒業試験）における一試験科目にすぎなかった．

彼は就任講演で，一般的な科学的訓練に「経済論理

の知識を加え，現代の経済的弊害を匡正する」人材

の輩出を訴えているが，「悲しい哉，我々の課題に向

ふ者の何と家々たることか」と嘆いている．社会問

題に対応し，ビジネスの気風を革新するための経済

学教育を説くマーシャルの就任講演は，ケインズに

よれば「結果的に，経済学は新しい地位をもつべき

であるという要求とな」り，「経済学が現在ほとんど

どこでももっている独立の地位を獲得するための戦

いにおけるほとんど最初の一撃」となった18）．

　とりわけ1870年代以降，資本主義の進化が生む

諸問題に対応できる人材形成の必要が社会的に感じ

られるようになっていた．それは，アシュリーがい

う「自由と秩序との中間を施行する大きな専門家集

団の必要」であり，社会・労働問題に対応できる中

央・地方政府の行政官僚および企業経営者の養成で

あった．そして，イギリスでも専門職行政職につ

くための資格試験に経済学がしだいにとりいれられ

るようになった．ウェッブ夫妻によるLSEの創設

は，このような社会的要請に応えようとしたもので

あり，その目的は「ビジネスであれ行政であれ，経

営者を養成すること」であった19｝．

　LSE創設の前年（1894年），イギリス科学振興会

F部門はその報告書「イギリスおよび諸外国におけ

る経済学教育の方法」において，オーストリア，ド

イツ，ハンガリー，フランス，オランダ，ベルギー，

イタリー，ロシア等の大陸諸国と比較して，イギリ

スにおける経済学教育の後進性を露わにした．それ

によれば，経済学がいかなる専門的カリキュラムに

おいても必須だと考えられていないイギリスとは対

照的に，これら大陸諸国では，経済学が法律の専門

職および国家の行政職につくための必須の履修科目

であり，そのための資格試験の科目であった．とく

にオーストリアやドイツでは，経済学教育が官僚の

養成と密接に結びついていた．この報告書によれば，

アメリカでは別の理由から経済学が非常に盛んにな

った．急速な進化の過程にある複雑な経済問題を説

明してくれそうであるということも理由の一つであ

ったが，イギリスの場合と違って，その時点で経済

学は「新しい」学問であったということが重要であ

った．すなわち，「アメリカの経済学者は，先行者た

ちが不完全もしくは根拠のない理論に頑なに固執す

るという…行為によってその学問に付着させた…不

名誉を振り払う必要がないのである．彼らは，帰納

的な研究と教育の必要がより十分目認識された時に，

経済学教育を始めたという点で幸運であった．」そ

れは確かに後発の利点であり，先進であるが故にも

つ前世代からの負の遺産はアメリカでは少なかった．

他方イギリスで，「経済学の科学的研究」がこれほど

無視されたことはなく，それは，「疑いもなく，前の

世代に与えられた誤った経済学の見方からくる不信

と誤解の遺産であった．そして，経済学者というも

のは教科書的理論と事実に対する無知との複合物で
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ある，という世間の考えが完全に消失するにはおそ

らく長い時間がかかるのであった．20》」

　経済学・商学教育を制度化し』ようとする運動は，

19世紀末から今世紀初頭に国際的な広がりをみせ

た．創設期のLSEや日本の高商・商大の場合にも

顕著なように，経済学教育の制度化を推進した大き

な要因の一つは商業教育・商科大学運動であり，ビ

ジネスマン教育のためのカリキュラムの一部として

経済学が導入され定着していった．実際，経営学が

形成される以前のビジネスマン教育は，広義の経済

学を中心にしていた．

　経営者層の養成に最も大きな勢力をそそぎかつ成

功したのは，おそらくアメリカであった．世界最初

のビジネス・スクールといわれるウォートン・スク

ール（Wharton　School　of　Finance　and　Economy，

後にCo㎜erce　and　Finance）は，1881年，フィラ

デノレフィアの実業家J．ウォートンの醸金でペンシ

ルヴァニア大学に設立された．それは，1883年目ド

イツ帰りのEJ．ジェイムズらを教授陣にむかえて

軌道にのった．ジェイムズは，アメリカのビジネス

教育運動の指導者であったが，彼がウォートン・ス

クールに当初移植しようとしたのは，行政学，財政

学，統計学を中心とし，国家の経営に当たる官僚の

養成を重視するドイツの学風であった21｝．

　アメリカの大学やカレッジにおける経営者教育の

組織化が大きく進展したのは，他の先進工業国家と

同様まさに世紀転換期であった．1898年目，シカゴ

大学およびカリフォルニア大学がCollege　of　Com－

merceを設立し，1900年にはDartmouth　College，

およびヴァーモント，ウィスコンシン，ニュウヨー

クの諸大学がこれ’に倣った．そして次の10年間に，

ハーバード経営大学院を含むおよそ12のビジネ

ス・スクールが誕生した．1900年末にジェイムズ

がアメリカ経済学会でおこなった講演r高等商業教

育と大学との関係』は，この時期の運動の理念をよ

く表現しているが，その中で彼は次のように述べて

いる．「アメリカの大学は，将来の法律家，医者ある

いは技術者の専門教育に対して長い間とってきたの

と同じ態度を，将来の商人，鉄道あるいは保険経営

者の高等教育に対してとるべきだと考えます．」こ

のような主張は，やがてバーミンガム大学商学部の

組織に際して，母国に戻ったアシュリーによって唱

えられることになった．すなわち彼によれば，ビジ

ネスマンの養成は，社会にとって法律家や医者の養
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成と同様に重要であり，商業の学問は法学や医学と

同様に，大学ないしカレッジで十分に組織された教

育をすることが必要であった．それゆえ，バーミン

ガム大学におけう「商学部」の創設は，イギリスに

限らず「大学界における新しくきわめて重要な運動

の最も顕著な表明の一つ」であった．同様のことは，

1902年の『訴え』でマーシャルによっても繰り返さ

れ，ケンブリッジにおいて，医者や技術者と同じく，

エコノミストが3年間の科学的訓練を受けられる制

度の創設が要請された22）．

　この時期の高等商業教育運動は『タイムズ』紙に

よって詳細に報道されたが，それ’は，1880年代から

LSEの誕生までの時期と，1897－98年以降，とりわ

け1898年のライプチヒ商科大学（Handelshoch・

shule）の創設を契機とするまさに世紀転換期の運動

とに区分される．本稿は時期的に後者を主要な対象

としているが，それは，『タイムズ』紙上の論説「高

等商業教育」の「II．大学」が「1．中等教育」から明

示的に区別していうように，アントワープやパリの

高等商業学校のような実践を重視した商業技術教育

ではなく，誕生したばかりのライプチヒ商科大学の

ような大学程度の経済・商学教育をめざすものであ

った．そこでの理念は，先見の明をもって商業の新

機軸を打ち出し，新市場を開発し，危機を予知する

等の能力をもった‘real　statesman　of　co㎜erce’，

‘captain　of　industly’の養成であった．しかるに，

イギリスは近年ビジネスと専門職における「エリー

トの至上の価値」を認識できず，指導者の養成では

なく，「単なる一兵卒」および「下士官」の生活状態

の改善，あるいはウェッブがいうように，年収100

ポンドの事務員に150ポンドの機会を与えようとす

る努力をしてきたにすぎなかった．こうして今後は，

高度の専門教育をする高等商業教育に注意を集中す

る必要があると主張された23｝．

　アントワープやパリの高商からドイツの商科大学

へというモデルの転換は，福田徳三（1874－1930）や

関一（1873－1935）ら日本の高等商業学校からの留学

生の足跡にもよく示されている．世紀のまさに転換

期，福田（1897年留学）や津村秀松（1900年留学）は

最初からドイツに留学し，アントワープに留学した

関（1898年留学）や石川文吾（1899年留学）は後にベ

ルリンに転じた．彼らの留学は，ちょうどドイツ商．

業教育協会（1895年創設）とエーレンベルヒ（R。

Ehrenberg，1857－1921）らによる商科大学設立運動

の渦中であり，ライプチヒ商科大学の設立に始まる
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「商科大学の時代」（1898年から1919年のニュルン

ベルク商科大学の設立まで）の幕開の時期であった．

そして，福田や一年遅れて留学した関は，世紀転換

期の国際的な商科大学運動の渦中に身をおき，進歩

していく世界の線上から日本の商業教育を一歩も遅

らせまいと努めることになった．彼らを含む8人の

少壮学徒は，1901（明治34）年ベルリンから母国に向

けて「商科大学設立の必要」を訴えたが，それは「此

商業学校をして大学の位置にまで進めたい」という

前年の渋沢栄一の演説に呼応していた，さらに関一

は，同年4月21日付でケルン商科大学の設立を母

校の『同窓会々誌』に報じ，「商業大学に関する争論

時代はすでに去りて実行時代は来れり」と結んだ．

経済学・ビジネス教育の制度化において，日本も確

かにこの時期の国際的な潮流の中にいたように思わ

れる24》．

　さてよく知られているように，この「商科大学の

時代」はドイツ経営経済学の生成期であり，商科大

学は経営者の養成機関にとどまらず，商業技術論か

ら私経済学論争を経て経営経済学という学問におけ

る新しいパラダイム形成の場となった．しか’し，い

わゆる「商業大学改善運動」の後に，シェーアやニ

ックリシュが経営経済学の系統的な研究を発表する

のは1911－2年，シュマーレンバッハがケルン商科

大学の私経済学教授になったのが1906年であり，

商科大学における教育の軸は当初は経済学であった．

ライプチヒでは，経済，財政，経済政策はK．ビュー

ヒャーが講じ，商業技術科目は従来の公立商業学校

で教えられた．また，ラインラントの実業界を代表

するG．メヴィッセンの構想で1901年に設立された

ケルン商科大学は，「独立商科大学の噛矢」といわ

れ，「ビジネス・エリート」の養成をめざしたのであ

るが，「20世紀のビジネス・リーダーシップは，世

界の経済生活の動ぎをいかに洞察するかによる」と

いう認識にもとずいて，狭義のビジネス教育ではな

く，経済学を軸とする「幅広い一般教育」が重視さ

れた．ケルンの学科目は，1．経済学，2．法律，3．地

理，商品学，科学および技術，4．商業技術，5．語学，

6．一般教養，を柱としていた．すなわち，これらの

商科大学はその発足期において，「将来のビジネス

マンの視野を広げたけれども，経営技術および経営

管理における最高度の徹底的な訓練を施したのでは

なかった25）」．

　このことは，創設期のLSEにおけるヒュインズ

の試みにも共通していた．LSEは，実際の経済生活

にたずさわる人々に，商業，財政および行政事象に

対する経済学の具体的な適用を教えるということか

らスタートしていた．それは，経済世界の必要を反

映した経済研究の組織・制度化をめざし，その意味

の「経済研究は高等商業教育の組織化によって促進

される」とヒュインズは考えた．しかし同時に彼は，

「商業教育のいかなる熟慮された計画においても，

経済学の科学的訓練は不可欠な要素である」と主張

していた．それゆえ彼のカリキュラムでは，1．記述

的および理論的経済学，2．経済および商業史，3．統

計学は必修であり，その後で業種・職業に関連した

専門コースが選択されるのであった26）．

II．バーミンガム大学商学部の創設

　（1）　チェンバレンとバーミンガム商業会議所

　1900年に誕生したバーミンガム大学は，他の多く

のcivic　universityと同様，1870年代から80年代

初めに叢生したcivic　coHegeをその起源としてい

る．自らの創意と勤労で・「世界最大のペン先製造業

者」となったJ．メイスンは，大陸のような組織だっ

た科学教育の必要を信じ，1875年に私財を投じて

Mason’s　Science　Collegeを創設した．それ，は，当

初彼の意向で科学・技術教育に専念していた．一方

当時は都市改良・都市改造の時代でありビジネスか

ら市政に転じたチェンバレンの指導を経て，バーミ

ンガムは「世界で最もよく管理された都市」になろ

うとしていた．チェンバ．レン市政下（1873－76年）で

開花した市民的信条と企業からの醸金でMason’s

Collegeは発展し，文芸および医学の学部を加えて，

1898年1月にMason　University　Collegeとなった．

そして，中央の政界に転じ植民地大臣となっていた

チェンバレンがその最初の総長になった．（同時に

文芸の学部に哲学・経済学教授職が設けられ，やが

てJ．H．　Muirheadが任命された．しかし，彼は経

済学者というよりも哲学者であった27）．）

　1895年に植民地大臣となって帝国関税同盟構想

をかかげるチェンバレンは，地元のバーミンガムで

は大学昇格運動に適進した．大学昇格は当初，マン

チェスターのヴィクトリア大学に倣って，ミドラン

ド大学というブリストルおよびノッティンガムとの

連合大学が考えられていた．（オウエンズ・カレッ

ジ，ヨークシャ・カレッジおよびリヴァプールのユ

ニヴァーシティ・カレッジは，1882年に連合してヴ

ィクトリア大学となり，その後1903年にマンチェ

スター，リーズ，リヴァプールの3大学に分解し
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た．）しかし，チェンバレンがグラスゴウ大学の名誉

総長に選ばれてグラスゴウを訪ねて以降，ミドラン

ド大学という連合大学案は放棄され，スコットラン

ドや大陸の大学に倣って，専らバーミンガム独自の

大学が追求された．「もしそれがバーミンガム大学

でなければ，私は無関係である」と彼は訴えたが，

従来のカレッジ制大学とは違って，地域の条件によ

り適合した都市大学が建設されることになった．独

立のcivic　university創設にむけて，チェンバレン

は精力的な募金活動をし，バーミンガム大学が誕生

した1900年5月には，カソリックら地元の企業家

を中心に33万ポンドの平金にこぎつけた．バーミ

ンガムにおけるチェンバレンのこのような活動は，

ウェッブ夫妻やローズベリ卿，ホールディンらが，

LSE，ロンドン大学についてしていたことに対応し，

彼らが主唱する「国民的能率の探求」』の一環であっ

た28）．

　さて，チェンバレンは1898年11月18日の理事

会で，大学昇格のための勅許請願決議を支持して，

建議中のバーミンガム大学はその本質的な構成部分

として商学部をもつべきであると主張した．新しい

大学がFaculty　of　CommerceあるいはSchool　of

Co㎜erceをもつべきであるといりチ．ン・・レン

の提言は，国際的な趨勢を反映しており，またイギ

リスではきわめて斬新なもので，『タイムズ』紙上な

どで多くの注目を集めた．彼の主張の背景は，1899

年12月11日付の「学長」宛ての手紙によく表現さ

れている．いわく．「我々は，首脳もしくは支配人

および職長として大規模企業の経営を託される人々

…に必要とされる特別の訓練を，系統化し発展させ

ることを切望しています．我々の目的は，商工業に

たずさわる人々に対して，法律や医学の専門職に対

して現在行なわれていることをすることです29）」と．

　　しかし，商学部構想はもとよりチェンバレンだけ

のものではなかった．バーミンガム商業会議所は

様々の仕方で商業教育の制度化を推進していたが，

その評議会は，1898年11月16日，バーミンガム市

の新しい大学はその構想の重要な部分として，近代

語教育を含むSchool　of　Co㎜erceをもつこと力塑

　ましい旨を大学当局に要請することにした．そして，

「School　of　Co㎜erceは大学構想の「弾歌」の部

分であると主張する「覚え書き」が，翌日当局のチ

　ェンバレンとF．C．クレイトンに送られ，さらに商

業会議所は代表をMason　University　Collegeに派

　遣して，商学部創設の必要を力説した．それに応じ
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て，クレイトンを長とするカレッジの評議会は「商

学部創設計画の概要」を作成して商業会議所に送っ

た．商業会議所はカリキュラム案を含む「概要」を

検討し，訂正と追加を付した「バーミンガム大学商

学部建議」（1899年2月23日付）をカレッジ側に返

送している．そこでは教科の大要が提案されている

が，それ，は，1．近代語，2．経済学，3．商業史，4．

商業地理，5．商法要綱，6，数学および商業算術，

7．工学，8．化学，物理および金属を柱としてい

た3ω．

　バーミンガム商業会議所は，もちろん大学の商学

部だけでなく，同市における商業夜学校の組織（こ

れはBimlingham　and　Midland　Instituteによって

1898年に設立），技術学校・中等学校における科学

と商業科目との同等化，とくに外国語教育の促進な

どより実際的な商業教育の制度化に熱心であった．

その背景にあるのは，国際商業戦におけるイギリス

の脆弱さ，とくにドイツの場合と比較したイギリス

のビジネスマンの市場活動のまずさ，それによる市

場の喪失，商権の後退であった．E．　J．ジェイムズの

報告書「ヨーロッパのビジネスマン教育」（1893年）

をはじめ当時の数多くの類書は一様にイギリスにお

けるビジネスマン教育の遅れを指摘していた．『バ

ーミンガムの商業教育』（1899年9月6日付）という

商業会議所の報告書は，イギリスはいまや諸外国に

多くを学ぶべきであり，「経営方針についてより広

い視野をもった将来の首脳および事務員の双方が，

できる限り養成されるべきである」と訴えている．

バーミンガムにおけるこのような運動は，とくに

r商工業不況調査委員会報告書』（1886年）以降の領

事報告・新聞ぶ伝える輸出不振の暗いニュースの中

で，ロンドン商業会議所を中心に推進された商業教

育運動の一環であった鋤．

　　しかし，世紀末から今世紀初頭の能率・効率化運

動でチェンバレンらがめざしたのは，より高位の指

導者層の形成，すなわち商業使用人ではなく「ビジ

ネス・エリート」の養成であった．当時のイギリス

にとって，より差し迫った必要は「高度に訓練され

たエリート」であった．チェンバレンによる大学昇

格と商学部の創設運動は，他の先進諸国と同様まさ

　に世紀転換期のことであり，彼の帝国連合構想が

LSEの学長ヒュインズらの支持を得，やがて関税改

　革運動に発展し，バーミンガムがその「最前線」に

　なろうとする時であった．関税改革と同様，バーミ

　ンガム大学の創設はイギリス資本主義の危機を背景
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とし，チェンバレンが「近代化戦略」としてそこに

人材形成を強く求めたことは，彼の演説によく表れ「

ている．それによれば，大陸やアメリカの高度に組

織された産業に対抗して，「バーミンガムの商工業

を維持することが大学の使命であ」つた．科学にお

ける最新の発明を利用できるようにし，「首脳もし

くは支配人および職長として企業経営を託される

人々が，彼らの競合者が享受するのと同等に，自分

のtradeについて理論・実践双方の知識を獲得でき

る」ように教育することが，新しい大学の「偉大で

きわだった仕事」であった．またチェンバレンは，

1902年1月6日のバーミンガム演説で，「帝国主義

の任務」について語った後，「イギリス産業の危機」

と題して次のように述べている．すなわち，ドイツ

やアメリカの経験に倣って，イギリスは，伝統的な

実地経験主義にかえて科学的知識を企業経営にもち

こむ努力をすべきであり，さもなければ重大な打撃

を被ることになろう．そして，企業経営に当たるべ

き人々が高度の科学的知識を習得する場をもつため

に，彼は繰り返し大学の必要を語ったのである32），

と．

　（2）　商学部の誕生とアシュリーの任命

　チェンバレンを総長とする独立の都市大学，バー

ミンガム大学の誕生（1900年5月31日）は，その日

の『タイムズ』紙で大きく報じられた．それは，「独

自の思想の中心」であるバーミンガムにふさわしく，

「驚くべき革新事」は，科学，文芸，医学の諸学部と

並ぶ商学部の設置であった．LSEは既述のように

ロンドン大学の「商工業を含む経済・政治学部」た

なろうとしていたが，それはちょう9 ﾇ，日本を含む

国際的な商科大学運動の最中であった．（なお，バ

』ミンガム大学の最初の学長には，リヴァプールの

ユニヴァーシティ・カレッジの実験物理学教授ロッ

ジ（0．Lodge，1851－1940）が任命された．33｝）

　大学の機構として認められた商学部を実際の開設

に導く過程で，チェンバレンの弟でバーミンガム有

数の企業家アーサー・チェンバレン（1842－1913）が

大きな役割を果たした．すなわち，大学昇格を推進

する実行委員会（委員長クレイトン）は，1899－1900

年目，「科学および商業教育のためにカーネギー氏

声よぴ他の匿名寄贈者が約束した醸金の最良の使用

方法」等について検討する諮問委員会を設置し，ア

ーサーがその委員長に任命された．そして，「商業

教育」に関する彼の報告書（1900年4月19日付），
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　およびそれに対する学長ロッジの「商学部のための

提言」（1900年12月付）は，新しい商学部の教育水

準，教科内容，スタッフ等について方向性を与え，

　アシュリーによる商学部の実際の組織にも一定の影

響を残すことになった34｝．

　大学における商学部の組織・制度化は，国際的に

みても新しい試みであり模索の過程であった．とく

に実業教育における後進国イギリスは，「領事学校」

ともいわれたアントワープ型の高等商業学校やドイ

　ツの商業学校のような制度化された商業教育・商業

技術教育の基礎をもっておらず，そのことがイギリ

スにおける商学部の実験を，諸外国の場合と比べて

おそらくかなり制約することになった．イギリスで

は，アシュリーがいうように，古典派経済学の支配

下で，私経済もしくは企業であれ政府であれ組織の

経営に対する関心は，系統化されることがなかった

ように思われる．

　さてアーサー・チェンバレンの報告書によれば，

外国語，商業算術，地理を主内容とするMidland

Institute等の商業コースは，「用が足りる程度の事

務員」の養成をこえるものではなく，「真の経営者」

には以下のような知識の習得が必要であった．1．

会社や工場の組織，製造・販売を規制する原理，労

働組合。トラスト・企業結合の理論等を含む

「tradeの理論と原理」，2．商法，3．会計，4。海

運・鉄道，5．2ρの外国語，6．速記，7．銀行。為

替，8．スタッフ以外の専門家による講義．そして

スタッフについて，会計学には専門的会計士たる助

教授，また速記等にはその教師が必要であるが，「ビ

ジネスの理論と実践に関わる全教科」を担当できる

商学教授が必要だとされている．ロッジの提言によ

れば，商学部の教育は，経済学，商業史，商法を柱

とする最広義に理解された‘great　School　of　Ec（ト

nomics’を中心にすべきで，地理や近代語も省略で

きないが，会計学の講義がぜひとも必要であった．

また商学部は，商工業地域だけでなく，植民地を含

むイギリス帝国の必要，領事および属領の行政官な

どの養成にも留意すべきであった35｝．

　大学評議会は，1901年5月には新しい商学部の教

授を任命する準備ができrタイムズ』紙等に募集広

告をだした．その職務は，「経済学および商業学

（Commercial　Science）の高等教育に必要な条件を

把握する」ことであり，ビジネスおよび行政の指導

者とも協議して適切なカリキュラムを確立すること

であった．教授候補者には，経済学，産業組織およ
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ぴ経営（Industrial　Organization　and　Administra・

tion），財政および統計，商法，．もしくは商業史のう

ち一つ以上を専門とすることが求められ，年俸750

ポンドとされた36》．

　バーミンガム大学による商学部の教授公募は，

「きわめて重要な声明」としてrタイムズ』紙その他

の社説で大きくとりあげられた。「資本と科学」，大

学と産業の協働が生む利点をイギリスは学ぶべきで，

『タイムズ』紙はバーミンガム大学の新しい出発に

「心から共感し」，商学部の計画が成功し実際に効用

をもたらすことを切望した37）．同紙はチェンバレン

の送金の呼びかけを支持し，また1903年には，彼の

バーミンガム演説に始まる関税改革運動を支持する

ことになるのだが，それはおそらく，理念や制度の

硬直性がもたらすイギリス産業に対する危機感の表

明であった．

　1901年7月31日，大学評議会はアシュリーを最

初のバーミンガム大学商学部教授に任命した．1888

年にオクスフォードを離れて，トロントで新設の政

治学部を組織し，ハーバードではタウシッグ（F．W．

Taussig，1859－1940）を助けて経済史および実学の

発達に貢献したアシュリーは，13年振りに母国に戻

り，商学部の組織という新たなパイオニア・ワーク

にあたることになった．商学教授へのアシュリーの

応募は，約10年前のオクスフォードのドラモンド

講座への応募（1890年11月）と同様，ブレンターノ

およびシュモラーの強い推薦を受けた．しかし，バ

ーミンガムへの応募でアシュリーは，前回と違って

マーシャルの強い推薦を受けた．アシュリーの任命

が決まった日，学長ロッジはマーシャルに宛てて次

のように書いている．すなわち，「我菱は今日，W．

J．アシュリーを商学部の最初の教授に任命しました．

それは主に，経済学の側面での貴兄のご推薦と個人

的側面についてのDr。カニンガムの推薦によるもの

です」と．なお，商学部教授の公募には，アシュリ

ーの他にL．L，プライスとフォクスウェルとが応募

していた38》．

III．アシュリーによる商学部の実験

　（1）　イギリスの大学教育とビジネス

　着任したアシュリーの最初の仕事は，『バーミン

ガム大学商学部一その目的と概要一』（1902年4

月23日付）の作成であった．その第一の目的は，

「商工業軍の兵卒ではなく将校の教育，すなわち…
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帝国のビジネス活動を指導する人々の教育」であり，

第二の目的は，領事，学校長，行政官，会計士など

の養成であった．そこでの教育は，「判断力を強化

し，共感の心を拡大し，想像力を刺激する」という

教養教育であると同時に，「ビジネス生活における

実際の仕事の準備として現実的な価値をもつ」もの

でなければならなかった．アシュリーによれば，大

学が教養教育だけに存在意義を見いだしたのは，歴

史的にみても短期間で，それはもともと牧師，法律

家，医者などの専門職を育てる専門教育（profes・

sinal　educat呈on）の場であった39）．

　アシュリーは，1908年に「ビジネスマンに対する

大学教育の価値」という一文で，イギリスのビジネ

スマンは，実際の効用（utility）が認められるような

ことを大学がしない限り，そこに疑いを持ち続ける

だろうと書いた．息子を大学へ送るという試みは成

功しておらず，大学とビジネスとの間には容易に解

消しえない対立関係が存在していた．学生はひとた

び学問的な環境に身をおくと，ビジネスから乖離し

たのであり，「息子を大学へやることは彼をビジネ

スに不向きにする」という考えが，いわば社会的通

念：になっていた．アシュリー，チェンバレンによる

商学部の実験は，ヒュインズ，ウェッブによるLSE

のそれと同様，大学とビジネスとの対立関係を解消

し，学卒の専門経営老兵を形成しようとすることで

あった．アシュリーは後年，「イギリスの大学と商

業教育」（1921年）という講演で次のように述べてい

る。すなわち，ハーバードのように学生があふれ，

成功裏に経営大学院を設立した先進的状況とは違っ

て，バーミンガムのような地方大学にとって本質的

な使命は，「今日もまったく息子を大学に送ろうと

しない商業界の大多数の人々の脳裏に大学の理念を

植えつけることであっ」た．「商業界に対して，彼ら

の息子が学校を出るとすぐに工場や事務所に入れる

代わりに，大学に送るように首尾よく説得できれば，

我々はこの国に巨大な貢献をすることになるだろ

う」と．そして彼は，17－8歳からの3年間を大学で

学ばせるように訴えた4の．

　これは，世紀末のロンドンにおけるウェッブの悩

みと共通していた．すなわちそこでも，実際のビジ

ネス生活で得られるものと比較できるような「商業

教育」などありえない，という根深い信念が支配的

であった．実際，「最高の商業学校はビジネスその

ものである」というのが，ロンドン実業教育局の

『商業教育に関する特別小委員会報告書』（1899年）
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にあらわれたシティ有数の企業家に支配的な考え方

であった鋤．

　アシュリーは，ビジネスマンにとって大学教育が

必要になっていることの背景を次のように説明して

いる．（1）商工事象が変化し複雑化するなかで，ビ

ジネスに従事する者の「知的柔軟性，機敏さ，適応

性」が求められ，ビジネスについて全体的に判断す

る能力が必要になっている．しかし，学校を出ると

きまりきった仕事に専念させられる現状では，その

能力は養成されえない．（2）ビジネスは不幸にも

「無知の経験主義」とみられているが，それはたとえ

ば法律家の職業よりも基本的な社会的機能である．

ビジネスマンは必ずしも利己的でなく，軽蔑される

とすれば，「彼らが知性的な関心をひくように教育

されていないからであった．」ビジネスマンを「専

門職」と同等にしょうとするアシュリーの議論は，

当時広く存在した「開明的ビジネスマン」の待望で

あり，マーシャルにも共有された．（3）大企業の首

脳の間で，高位の経営に当たる人材の供給が不足し

ているという不満が一般であった．有能な経営将校

（executive　o缶cer）は，兵卒から昇進することもあ

るが，経営上の責任を委託されるような人材は，生

涯を命令の履行に費やしてきた人々のなかにはめっ

たに見いだせない．彼らは，ビジネス全体の政策と

いう見：方ができるように鉢訓練され，ていないからで

ある．（4）徒弟制が残存し，商人のなかには会計士

に割増し金を払って息子に事業経験をさせる者もい

る．しかし，商学部のような，会計学の全分野にわ

たって計画された教育過程ほど有益なものはないの

で～ちる42）．

　「知性と公共心をもった企業家（Captain　of　Indus－

try）」を養成しようというアシュリーの試みは，地

元の計量器製造会社W．and　T．　Avery　Ltd．の社長

W。・E．ヒプキンスに強く支持された．彼は同社の株

主総会（1906年7月12日）で，大企業の経営を託す

ことができる人材の不足に注意を喚起し，バーミン

ガム大学商学部は，「あらゆる大企業の経営老を当

惑させ，なかでも精力的で進歩的な経営者を極度に

悩ませている問題の解法を提供している」と述べた．

彼によれば，イギリスはこれまで総支配人（general

manager），経営幹部（executive　head）の養成を怠

ってきたのであり，商業や金融業の比較的高位の経

営者に必要とされる準備的な教育を体系化し，それ

を大学の水準にまで引き上げるという試みは，現代

企業の要請を知る人なら誰もが推奨するに違いない

のであった43｝．

　ビジネスマン教育に対する地元の有力企業家ヒプ

キンスの支持は，1906年に商議員（Advisory

Board）制度の設置を導いた．その目的は，商学部

と実際のビジネス生活とのリンクを密にすることで

あり，商学部の意義を広く知らせるとともに，カリ

キュラムの構成や学科の運営に実際の経営者の声を

反映することであった．商議員は，卒業生の重要な

受入先でもあった．ヒプキンスは，著名な会計士で

Averysの取締役でもあったA．　H。ギブスンととも

に，『バーミンガム大学商学部の目的の大要』（c．

1907）を作成し，Averysをはじめ有力企業の株主に

配布した．最初の商議員には，’ヒプキンス，ギブス

ン，N．チェンバレンが含まれ，2回目にはカドパリ

ー，チャンス，カソリックらが含まれ’ていた．それ

は3年ごとに交代し，1930年代末の廃止までに，バ

ーミンガムおよび近郊の有力企業家のほとんどはこ

の委員を経験したという．しかし，後になるほど委

員は熱心でなくなり，必ずしも大きな意義をもたな

かったようである44｝．

　さて，アシュリーによれば，商学部のカリキュラ

ムを組み立てるのは結局経済学であるが，従来のイ

ギリズの経済学はおよそ商学部の必要を満たすもの

ではなく，「教科書に代表されるような経済学は，ビ

ジネス教育という目的には牲質と範囲の双方におい

て不十分であっ」た．イギリスのビジネスマンは経

済学と聞くと「身震い」したというが，「現在のイギ

リスの経済学者は，…彼らの先行者から重い罪の重

荷を背負ってい」た．商学部の経済学教育は，アメ

リカの経験が教えるように，「ぜいたく品」（1uxury）

ではなく，「必需品」（bread　and　butter　studies）たる

べきであり，従来の抽象的な経済学は，カリキュラ

ム上「最小限で最も簡素な形」にされ，るのであっ

た45）．抽象的・理論的な経済学のこのような位置づ

けは，ケンブリッジとの大きな相違点であり，バー

ミンガムのカリキュラムは結局大学の経済学者の養

成は念頭におかないことになった．

　ハーバード時代にアシュリーの学生は一クラス

150人を数え，基礎経済学の講義には450人が出席

していた．しかるに，マーシャルもいうように，「ド

イツやアメリカの経済学の講義室を一杯にしている

ような学生は，イギリスにはほとんどいない」ので

あった．・このような相違は，両者における経済学の

「仰天するような対照」であった．アメリカで経済

学が盛んなのは，「鋭い現実感覚」とタウシッグのよ
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うな経済学者の存在であり，そこでは基礎経済学の

後に鉄道，関税，トラスト，通貨・銀行など，社会

生活に緊要な経済問題の応用コースが続いていた．

アシュリーはまた，カリキュラムの作成にあたり創

設問もないドイツの商科大学，とくにライプチヒと

ケルンを訪ね，「ドイツの教育実験」を参考にした．

彼によれば，「高等商業教育に関する問題が，最も意

識的に組織化され決然と処理されているのは，ドイ

ツの最も有能な若手経済学者の一人シューマッハー

教授が学長として指導するケルンであっ」た．ドイ

ツでは，通常の経済学と並んで必ず財政学があり，

ケルンでは経営学（Betriebslehre）が創出されよう

としていた46｝．

　アシュリーが考案した商学部の当初の講義概要は，

次の3つの柱からなっていた．（1）商業学および財

政学（教授アシュリー，および1903年からA。W．カ

ーコーディ）一商業，財政，交易技術（Tec㎞ique

of　Trade），貨幣および銀行，統計，経済分析，等を

含む．（2）会計学（教授L．R．ディクシー）．（3）商法

（1904年からF．Tillyardが講師）．また，商学士

（Bachelor　of　Co㎜erce）の学位を取得する3年コ

ースの教科は，（1）外国語および歴史，（2）会計学，

（3）応用科学および経営技術，（4）商業学，の4つに

分類された．外国語が重視され，商業通信も教えら

れた．また，地域の特性から製造業への就職希望が

多く，応用科学，技術等の工学教育が必要とされた．

学位コースの学生には，個別テーマの研究を深める

ため毎週「商業セミナー」があった．

　バーミンガムのカリキュラムを特徴づけるのは，

商業学・財政学と会計学であった．商業学では，

「分析的」（analytical）よりも「記述的」（descriptive）

な経済学が重視され，1・2年次には主要国の商工業

の歴史と現状が講義された．3年次には，工場立地，

資本化，企業形態，企業結合，財務，労務管理，価

格，マーケティング等企業政策（business　policy）に

関わることが教えられ，「企業効率」と「成功」の観

点が重視された．（後にこれらは企業組織，企業政

策，企業管理に分類された．）また，会計学の重要性

を認識し専任教授を任命したのは，イギリスではバ

ーミンガムが最初であった．それは，ハーバード，

ウィスコンシ乳　ミシガンの例に倣うもので，その

教育内容は，バーミンガム・ミドランド勅許会計士

協会（Birmingham　and　Midiand　Society　of　Char・

tered　Accountants）と協議して決められた47》．

　ディクシー（L．RDicksee，1864－1932）は，ロンド
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ンの会計事務所（G．N．　Read，　Son＆Co．）で修業し，

1886年に勅許会計±協会（Institute　of　Chartered

Accountants）の会員資格を取得した．彼の処女作

・4綴漉η8；ノ4P名α6’∫oo1ル勧％α1／b7、4π4劾鴬，1892

は，生前に15版を重ね，その後壁はTillyardとの

共著を含む多数の簿記書，会計書を出版した，雑誌

『アカウンタント』が彼のバーミンガム大学への任

命を報じていうように，ディクシーはそのポストに

ふさわしい，当時最もよく知られた会計士のマ人で

あった．彼は1902年，バーミンガムとともに，LSE

の会計学講師にも任命され，1906年にバーミンガム

を辞した後はLSEで活躍した．　LSEは1902－3年

度に，経済学士の学位コースの選択科目として「会

計学および経営方策」を導入した．さらに同校は，

1919年に第一次大戦後の需要に応じて商学士の学

位を設置し，ディクシーはその年新設されたカッセ

ル会計学教授（Sir　Ernest　Cassel　Professor　of

Accountancy　and　Business　Methods）となった．バ

ーミンガムではまた，1903年にアシュリーを助ける

べくカーコーディ（A．W。　Kirkaldy，1867－1931）が

商学講師に任命され’た．彼はオクスフォードとパリ

（Ecole　des　Hautes　Etudes）で学んでおり，1906年

には昇進してイギリス最初の財政学教授となった．

しかし，彼が実際に教えたのは経済学全般であり，

ビジネス教育に傾斜していくアシュリーを補った．

カーコーディは1919年にノッティンガムの経済

学・商学教授となったが，彼の後バーミンガムには

J．G．スミス（1881－1968）と若きT．S．アシュトンが

きた48）．

　（2）商学部の初期の経験

　アシュリーの商学部は，1902年10月，大学の建

物の2室において8人の正規学生でスタートした．

表1が示すように，初期の学生数は驚くほど少なく，

1920年代になるまで3学年を合わせても50人に達

した年がなかった．卒業生の数はさらに悲惨で，表

2のように1920年代まで10人を越えたのは1911

年だけで，1920年までの卒業生総数もわずか69人

であった．そしてこれらの多くない学生の中には，

日本人を含む外国人学生がかなりいた．商議員制度

ができた1906年に，ヒプキンスは次のように述べ

ている．「商学部がバーミンガムの主要企業に対す

る［人材］供給源になるまで，親たちは立派な教育の

利益を享受すべく息子をそこに送らないでしょう，

現在の学生は主に外国人です．」
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表1バーミンガム大学商学部の正規学生数

1902－03　　　　8　　　　1910－11　　　41

1903－04　　　16　　　　　1911－12　　　44

1904－05　　　19　　　　1912－13　　　46

1905－06　　　25　　　　1913－14　　　49

1906－07　　　25　　　　1914－15　　　27

1907－08　　　32　　　　1915－16　　　22

1908－09　　35　　　　1916－17　　　15

1909－10　　　40　　　　1917－18　　　一

1918－19　　　26

1919－20　　126

1920－21　　118

1921－22　　　98

1922－23　　　67

1923－24　　　58

1924－25　　48

表2バーミンガム大学商学部の卒業生数

1905

　06

　07

　08

　09

1910

　11

　12

　13

4
5
1
5
6
4
1
3
7

　
　
　
　
　
　
1

1914

　15

　16

　17

　18

　19
1920

　21

　22

8
7
7
1
1
2
8

　
　
0
0
9
御

1923

　24

　25

　26

　27

　28

　29

1930

6
2
1
0
9
2
2
4

1
2
1
1
　
1
1
1Source：S．　K㏄ble，“University　Education　and　Busi－

n㈹Manag㎝ent　from　the　1890s　to　the　1950s：A
Rehlctant　Relationsh葦p，”Ph．　D．　Thesis，　LSE，1984．

（著者の許可をえて引用）

　学位コースでない学生ももちろんいて，1907年ま

でに1年以上にわたって2コース以上をとった学生

56人の出身地別内訳は，次の通りであった．バーミ

ンガム19人，ミドランド13人，その他イギリス4

人，アイルランド，ニュージーランド，インド各1

人，エジプト4人，日本6人，中国2人，ロシア2

人，フランス，スペイン，アメリカ各1人．また，

1911－12年に，学位コースの学生46人のうち12人

が外国人であった．そして，1905－13年までの卒業

生35人のうち，12人が外国人で，そのうち9人は

中東および極東からの留学生であった49）．

　イギリスの大学とビジネスとの溝は容易に埋まる

ものではなく，「根深い保守主義」を越えるとして高

く評価されたバーミンガム大学商学部の実験も，同

時代の諸外国におけるような加速度的な進展をみせ

なかった．商学部長アシュリーのLetter　Bookは

運営の困難さをよく表しているが，ブリストル商業

会議所宛に商学部を説明した手紙は，次のように結

ばれている．「バーミンガムにおいてさえ運営が険

しいものであるという事実を，私は隠そうとは思い

ません．イギリスのビジネス界の保守主義はしばし

ば悲観的であり，アメリカとドイツで進行している

ことを知る者にはとりわけそうです．」（1909年7月

20日付）その時までに合計21人の卒業生が出てい

たが，商議員の存在にもかかわらず，個人的なつて

をもたない商学士の就職は容易でなかった．

　1905年7月，最初の卒業生4人が商学士の学位を

得た．そのうち3人の就職は決まっていたが，4人

目の就職についてアシュリーは，企業合同したばか

りのStewarts＆Lloyds　Ltd．のJ．　H．ロイドに長い

手紙を書いている．「私は今ちょうど，大学の仕事

で最も重要なものの一つに取り組んでいます．それ

は，商学部の卒業生に就職口を捜すことです．彼ら

の大半については，原則として家族あるいは友人が

就職の世話をしてくれることを希望しています．し

かし，家族による企業のつてをもたない者が必ずい

ます．…私は最初の卒業生について大いに心配せざ

るをえません．我々の実験の将来は，最初の少数の

卒業生の成功にかかっているのです．」（1905年6月

24日付）この学生は結局ヒプキンスによってW．＆

T，Avely社に採用され，自動計器部支配人の秘書

になって，速記，原価計算，海外通信などを担当し

た．4人の卒業生のうち2人は自分の家族企業に入

り，別の一人サンダース（T．H．　Sanders，　b．1885）は

コヴェントリのRudge－Whitworth　Ltd．の社長助

手となり，初任給130ポンド（年俸）を得た．卒業と

同時に家族企業の社長になる者もいたが，初期の卒

業生の多くはミドランドの企業に就職し，支配人も

しくは社長の助手ないし秘書として，年収100ポン

ド程度でスタートしたようである．

　アシュリーはまた，1908年目でに卒業した15人

について，「おそらく卒業生の半数は企業が彼らを

待っていた．残りの者も，私が個人的に有能ですと

して推薦すれば，適当な就職をみつけることは困難

でなかった」と書いている．いずれにしても，有力

企業からのjob－o登erは大きな救いで，ロイズ銀行

からの照会にアシュリーは次のように応えている．

「ロイズ銀行の政策におけるこの新しい出発は，明

らかに銀行業務の効率化と大学における商業学の発

達との双方にとってきわめて重要であり．私同様…

商学部の運営に責任をもつ指すべてに心から歓迎さ

れるに違いありません5ω．」

　最初の卒業生の一人サンダースは，6年間企業に

勤めた後，アシュリーの勧めで1911（明治44）年，山

ロ高商（1905年創設）に年俸約480ポンドで赴任し

た．彼はそこで9年間原価計算等を教えた（担当は

英語・商業実習）．山ロ高商の後サンダースはアメ

リカに渡り，1921年にドーナムが院長をする拡張・

発展期のハーバード経営大学院に会計学の助教授と
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して迎えられ，そこで1952年まで30年以上も会計

学を教えた．（その間1930年に，バーミンガムの商

学部長J．G．スミスは成功したサンダースを呼び戻

そうとしたが，十分な俸給を用意できず失敗した．）

また1908年に卒業したW．H．　Twiggに，アシュリ

ーは1911年，創設問もない小樽高商（1910年創設）

の教授職を勧めた．しかし，彼はクレディ・リヨネ

のマドリード支店に就職した．さらに1922年，ア

シュリーはG．C．アレン（1900－82）に，開設2年目の

名古屋高商への赴任を強く勧めた．アレンは名古屋

で2年半教え，後に多数の著書によって日本経済史

家としても著名になるのであるが，彼によれば，日

本の高商はイギリス人教師を求める際にはアシュリ

ーに推薦を依頼し，そのために「数人のバーミンガ

ム出身者」が選ばれたという．あまり多くない卒業

生には，企業に入っても適合できずに転職する者が

目立ち，また海外への就職，そして教職につく者が

多く，商学部の初期の経験はDr。キーブルがいうよ

うに，大学教育とイギリスの企業経営との‘Reluc・

tant　Relationship’を例証するものとなったように

思われる51）．

　アシュリーの影響を受けた商学部の初期の学生の

中には，「本国人と言はず，属領の人達と言はず，エ．

ヂプト人があり，インド人があり，支那人があり，

而して多数の日本人があった．」二回目の卒業生5

人の中に，東京高商からの留学生田崎慎治（1872－

1954）がいることは，それを象徴しているように思

われる．後に水島鎮也のあとを継いで神戸高商の教

授となり，引き続き神戸商大の最初の学長となった

田崎は，1901（明治34）年に東京高商専攻部保険科を

卒業し，一時そこで講師をした後，LSEで一年半学

び，1905年1月バーミンガムに入って2年で学位を

得た．1906年に卒業した田崎はすぐに帰国し，開校

間もない長崎高商（創設1905年，開校式1907年）の

教授に就任し，2年後神戸に転じた．また，後に東

京商大の学長となる上田貞次郎（1879－1940）は，田

崎に一年遅れて1906年1月バーミンガムに入学し

た．上田は同月20日の「商業セミナー」に出席した

が，田崎がWar　Risks’についてのペーパーを読ん

だそのセミナーには，彼らの他にAkimoto，　Mitsui

という2人の日本人が出席していた52｝．後述するよ

うに，三井高精（b。1881）はバーミンガム大学商学部

に入学したおそらく最初の日本人であった．

　アレンは自伝r日本での任用』の冒頭，バーミン

ガムの商学部に対する日英の関心の相違を次のよう
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に述べている．「イギリスの企業は，この冒険的な

試みを疑惑とはいわないまでも冷淡さでみているの

に対して，日本の三井家は…その一員を初期の学生

にすべく派遣しており，ここに革新に対する両国民

の態度の兆候が表れている．」彼もいうように，日本

は高等商業教育における新参者ではなく，「例のご

とく，外国から何を学ぶべきかをしきりにみつけよ

うとしていた．」いずれにせよ，三井物産ロンドン支

店長小室三吉（1863－1920）は，商学部が開設した半

年後に井上馨宛（1903年3月11日付）にカリキュラ

ムや入学試験規則を送り，それ以前にも，バーミン

ガムの商学部は，「高精の能力がつき次第なるべく

早く入学させるのに最も相応しい場所だと思いま

す」と書いていた．小室は井上にアシュリーをかな

り詳しく紹介しており，また高精の入学をめぐるや

りとりを通して，彼らはかなり親しくなった．イギ

リス留学中の三井高精については，三井文庫所蔵の

小室三吉から井上馨宛書簡やアシュリーと小室との

往復書簡に詳しい．彼は1903年10月21日の「商

業セミナー」に出席し，またアシュリー家で夫人か

らイギリス史等を習い，1905年の夏学期には一年次

の4科目に合格し，その秋には学位コースの入学試

験にも合格した．しかし，他の多くの日本人と同じ

ように結局学位はとらなかった53）．

　1926－48年の長きにわたって商学部長を勤めたJ．

G．スミスによれば，三井は創設当初からバーミンガ

ムの商学部と深い関係をつくり，多くの学生を送っ

た．そして，1920年代初めに三井は大学に5，000ポ

ンドを寄贈し，それによってカーコーディ退任後助

教授職になっていた財政学の講座は1923年教授職

になり，最初の三井財政学教授にスミスがなった．

（三井講座は1947年に経済学教授職になり，今日に

至っている．）54）なお，アシュリーは1925年にバー

ミンガム大学を退職し，彼の後商学教授はJ．F，

Reesが継いだ．

　バーミンガムの商学部が開設した1902（明治35）

年，日本では東京に次いで官立の第ご高商として神

戸高商が設立された．（東京高商の前身である商法

講習所は1875・明治8年に創設され’，1887・明治

20年に高等商業学校となっていた．）こうして，前

年に市立で高商となった大阪高商と合わせて3つの

高商が揃い，それらは制度的には，多数の私立大学

とともに専門学校令（1903年）下におかれた．そし

てその下に，実業学校令（1889年）下におかれる多数

の中等商業学校があった．このような日本の商業教
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育制度は，世紀末のrタイムズ』紙（1897年8月27

日付）でも大きく取り上げられ高く評価された．ま

た，福田徳三とも親しかったドイツのR．バイゲル

は，『高等商業学校運動』（Der　Kampf　um　die

，Handelshochshulen，1898）で，「近世文明国の最年

少者たる日本は此面に於いて遥に吾人の上に出でた

り」と書いた55｝．

　今世紀のまさに初頭，福田徳三，関一，津村秀松

ら留学を終えた少壮学徒は相次いで帰国し，高商に

おける経済学・商学の充実を図るとともに，‘Cap－

tain　of　Industry’すなわち企業経営者を養成する商

科大学の設立を訴えた．そして高商系の学問の充実

とともに，1906（明治39）年日本で最初の専門的な経

済学雑誌『経済学・商業学　国民経済雑誌』が創刊

された．高商の発展とは別に，文部省は1908（明治

41）年，東京帝大法科大学内に経済学科を新設し，翌

年には商業学科も設置した．時は日露戦争後の経済

発展を背景とする「実業の時代」であり，長崎，山

口，小樽に高商が新設され，私立専門学校も競って

商学部・経済学部を設置した．そして，第一次大戦

を契機とする学卒老への飛躍的な需要の増大は，大

学令を通過させ，それ’によって1919（大正8）年，東

京，京都の両帝大で経済学部が学部として独立し，

翌1920年には東京商科大学が誕生した．この年に

はまた慶応，早稲田，明治等の専門学校が正式に大

学として認可され，続く4年間には名古屋高商をは

じめ8つの官立高商が新たに設置された．神戸と大

阪の高商もやがて商大に昇格するが，今世紀初めの

日本における高等商業教育の制度化には目覚ましい

ものがあった．卒業生数における日本の高商とバー

ミンガムとの相違も歴然としている．バーミンガム

の商学部は，1902年の開設から1920年までにわず

か70人足らずの卒業生を出しただけであるが，東

京高商の卒業生は大学に昇格した1920年だけでも

238人を数えた．また東京高商は，1897年に専攻部

を設け1901年から商学士の学位を与えていたが，

19加年までにその数は659人，専攻部が廃上される

1923年までには1，031人に達していた．（なお，

1920年までの本科卒業生総数は4，332人，1923年廃

校までの総数は5，387人であった．）56）

　（3）経済学の拡充

　ウェッブやヒュインズが，LSEに「リカードやミ

ルの理論的で個人主義的な経済学」ともケンブリッ

ジの数理的指向とも別の，いわば実学の伝統を築こ

うとしたように，アシュリーによる商学部の実験は

彼なりの経済学批判を背景にもっていた．彼らはと

もにリカード批判を越えて，アダム・スミス以前の

経済学の伝統を復活しようとし，創設期の工SEは

「イギリス歴史学派」の拠点になった．LSEの初期

のカリキュラムは，ヒュインズやカニンガムの商工

史，フォクスウェルの銀行論，ボウリーの統計学，

マッキンダーの商業地理，マンロウの商法，アック

ワースの鉄道経済学などに特徴づけうれ，最も成功

したアックワースの学科はG，s．　Gibbのような第

一線の鉄道経営者と協議して方針が決められた57）．

　さて，バーミンガムのカリキュラムにみられるの

・は，アシュリーによる「具象的経済学」（concrete

economics）の主張であり，　LSEよりも技術的な実

学の提唱であった．彼らによる実学制度化の試みは，

1870－80年代の方法論争を想起させるが，アシュリ

ーによれば商学部の教育は，「具体的，記述的，統計

的，歴史的」でなければならなかった．「観察と一般

化の方法，すなわち歴史的で統計的な研究方法は，

…産業組織および制度の構造とその構造の進化の研

究に…とりわけ適切である」と主張された．彼は，

1906年に書いた「商業学序言」（AScien㏄of　Com－

merce　and　Some　Prolegomena）で次のように述べ

ている．「結局，我々の経済学の最終的な目的は，経

済世界を知ることである．従来イギリスにおいて支

配的な方法は，因果関係についての一定の抽象的な

議論を追求し，たまに現実生活の喧騒を覗いてそこ

に若干の具体的例証を見いだすというものであった．

我々が主張するのは…正反対で，有益に思われる場

合には抽象的な説明に依拠して，実際生活を観察す

るというものである．」こうして，商学部における広

義の経済学教育あるいは商学教育の目的の一つは，

イギリスおよび諸外国の産業の実態とその歴史的発

展を明らかにすることだとされた58）．

　アシュリーによれば，経済世界の大部分はいまだ

「記述的で即実的に（realistically）」概観されておら

ず，イギリスの近代的大工業のいずれについても，

その構造と発展を論じた書物はなかった．イギリス

の新しい大学における高等商業教育の制度化は，そ

この教官にビジネス生活との密接な関係をもたせ，

そこから「記述的で即実的な」研究が生まれてくる

だろう，と彼は述べている．このような考え方は，

開設間もない商学部の授業を補足する意図でアシュ

リーが企画した，イギリス産業についての専門家に

よる一連の講演（鉄綱，綿，羊毛，麻，鉄道，海運の
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各産業およびトラスト運動とミドランド三綱賃金委

員会について）にも示されている．それは，彼の編

でrイギリスの産業一ビジネスマンおよび学生のた

めの概観』（1903年）として出版され，序文で次のよ

うに述べられている．「今や我々は時に，大工業，基

幹産業のような一群の具体的な状況から出発して，

大量の詳細な事実から生まれる一般化（お望みなら

「原理」）を観察することができる．」この冊子は，「経

済形態学」（economic　morphology）と呼べるような

「産業組織論」を意図していた59｝．

　アシュリーによる「具象的経済学」の主張，ある

いは「歴史的，統計的」方法の提唱は，彼によるイ

ギリス科学振興会F部門の会長講演「経済学の歴史

と現状についての概観」（1907年）で歴史的位置づけ

を与えられ，翌年にその補足として行なわれた「経

済学の拡充」（The　Enlargement　of　Economics）で展

開されている．前者はまさにアシュリーの経済学

史・経済思想史であり，古典派経済学とくにリカー

ド正統の「死」とともに，より「即実的な」経済学

の発展が国際的な広がりにおいて概観されている．

「商業学序言」でも述べられているが，彼によれば，

商学部における経済学がビジネス社会の需要に応じ

るためには，2つの方向で「経済学の拡充」が必要で

あった．すなわち，国家あるいは社会全体の観点か

ら考察する「政治」経済学は，商工業活動の実際の

事実についてはるかに客観的な調査を内包すべきで

あり，この拡充された政治経済学と並んで，個別的

なビジネスマンあるいは企業の観点から考察する

「経営経済学」・「企業経済学」（Business　Eco－

nomics）が創出されるべきであった60》．

　商学部の実験は，全体としての社会あるいは国民

の観点からする「政治」経済学は，それがいかに「歴

史的，統計的」であっても，不十分なことを教えて

いた．経済学が拡充を要すべきもう一つの方向は，

「経営経済学」の創設であり，企業経営者が当面する

「経営政策」・「企業政策」（business　policy）の諸問

題を系統的に扱う新しい学問の構築であった．大学

の商学部が将来のビジネスマンに適切な教育をしょ

うとするあであれば，実際彼が，ビジネスに従事し

た時に当面するような形で経済問題を系統的に扱う

ことが必要だとされた．こうして，政治経済学とは

区別された「私経済」的領域が追求された61）．

　政治経済学あるいはドイツの国民経済学は，国家，

国民，あるいは社会全体の立場からのものであり，

そこでの問題は「諸国民の富」であった．古典派経
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済学は，官僚・行政官だけでなく教養ある市民全体

に大きな影響を与え，19世紀イギリス資本主義のい

わば指導理念となった．しかし，それは自分のビジ

ネスに関心をもつ者としてではなく，関税，植民地，

貧民救済，通貨問題，等々国家の政策の立案者，批

判者としての官僚，市民に対してであった．イギリ

スあるいはフランスの正統派経済学は，ビジネスに

は実際上何ら有益であったことがなく，価格を下げ

ることによる競争以上のことは何も教えていなかっ

た．経済学者は長い間，ビジネスに必要とされ・る能

力について「お粗末な見解」しかもたず，A．スミス

からJ．S．ミルにいたるイギリスの経済学者は「企

業者機能」について「監督」以上の理解を示してい

なかった．アシ三リーは「進化の経済学」（Evolu・

tionary　Economics）という講演で，ウォーカーとマ

ーシャルに拠りながら，古典派経済学における企業

老機能の看過を強く批判した62）．

　19世紀末葉から今世紀初頭にかけてのアメリカ，

ドイツ，イギリス，あるいは日本における商科大学

運動は，社会的な必要を背景にしていたが，新しい

必要と目的は，経済学の概念と範囲に大きな影響を

与えずにはいなかった．その中でアシュリーは，

「経済学という用語の範囲」が，政治的，国民的，社

会的範囲を越えて，断固「拡充」されなければなら

ないと考えた．彼は後年『企業経済学』（1926年）と

いう小冊子を書いたが，経済学は政治経済学と企業

経済学という2つの主要な部門をもつものとされ，，

企業経済学は，企業の組織と財務，および製品政策，

価格政策，労務政策，等々を対象とするものとされ

た．それ，はまた，資本調達と外部市場に関連する

「企業政策」（Business　Policy）と企業内部のことに

関わる「企業管理」（Business　Administration）とに

区分されている．しかし，歴史学派の伝統の中にい

たアシュリーは，「私経済学」（Privatwirtshafts－

1ehre）や「経営学」（Betriebslehre）という用語を好

まなかったようである63）．

　アシュリーの小冊子『企業経済学』は，翌1927年

平井泰太郎（1896－1970）によって雑誌『会計』に，

「アシュレイの経営学」として詳細に紹介された．

それは，コペンハーゲン商科大学での3つの講義で

あり，平井もいうように，体系的なものではなく，

構築されるべき新しい学問のいくつかの重要問題を

指摘したものにすぎなかった．アシュリーは1927

年に亡くなるが，彼による「経済学の拡充」，「経営

経済学」構築の試みは，イギリスでは結局展開され
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ることがなかった．他方，日本における経営学の創

始者ともいえる上田貞次郎は，夙に「商事経営学に

関する意見」（1905年）を書き，アシュリーの「ビジ

ネス・ポリシー」を学ぶためバーミンガムに留学し

た．上田はその後ベルリンでゾンバルト，シェーア

に学び，1909（明治42）年帰国して「商事経営学トハ

何ゾヤ」を書いたが，それは「我国の経済学商業学

に志ある青年が大に奮起して此創始的研究に従事し

て以てアシュレー教授の所謂『経済学の拡張』に指

を染めんことを切望せざるを得ず」と結ばれている．

そして上田は，翌年から東京高商専攻部で商工経営

を開講した．日本におけるその後の経営学の展開は

周知のことであろうが，アシュリーによる経営経済

学構築の試みは，拡張・発展する日本の高商・商大

の場で展開したといえるかもしれない64）．

IV．マーシャルと経済学トライボスの創設

　LSEやバーミンガムの動きがマーシャルを刺激

しなかったはずはない．ケンブリッジの経済学教授

となったマーシャルが，シジウィックやフォクスウ

ェルと協力しながら，道徳科学および歴史学のトラ

イボスにおける経済学の地位の向上を図ったことは，

最近のA．カディシュの研究に詳しい．マーシャル

が独立の経済学トライボスの創設に遭進ずるのは世

紀が明けてからであった．1901年5月8日付で，彼

はフォクスウェルに「大学で現代の経済学および政

治学研究を拡充する最善の方法」について報告する

委員に任命されたことを告げ，「私の得意な話題は

吟まや…まったく独立のトライボスです」と書いて

いる．マーシャルは同時に「経済学および政治学ト

ライボス案」を送っているが，それはおそらく彼に

よる最初の経済学トライボス構想であった65｝．

　それによれば，新しいトライボスは「経済学の専

門学徒」だけでなく，以下の職業につこうとする

人々の必要に応じようとした．（a）国会および地方

の代議機関での仕事，（b）国内およびインドの行政

官，外交官および領事，（c）公営・私営の大企業の高

位の仕事，鉄道，海運，（d）ジェントルマンの務め

（duties　of　a　country　gentlelnan），および（e）貧民

の奉仕．この草：案における構想はその後も基本的に

継承され，1903年6月6日，大学評議会によって正

式に認可された経済学トライポろは，（1）経済学の

専門研究に生涯をささげようとする者，および（2）

ビジネスあるいは公務の高位の職につこうとする者，

を対象とすることになった，このように，マーシャ

研　　究

ルのトライボスは，大学の専門的経済学者の養成だ

けを目ざしたのではなく，ビジネスであれ公務であ

れ経営に携わる人材の形成を意図した点で，LSEや

バーミンガムの商学部と共通点をもっていた．実際，

マーシャルは「商学部（Commercial　Schoo1）をつく

ろうとしている」と考えた人もいた．大学における

ビジネスマン教育の必要はこの時期かなり広く認知

され，オクスフォードでも1909年に銀行論外国為

替論，会計学等を必須とする商業・経済学の

Diplomaが検討された66）．

　さて，ヒュインズへの手紙が示すように，マーシ

ャルはLSEの初期の発展に強い関心といらだちを

持っていた．1901年6月6日付で，彼は前述のトラ

イボス案をヒュインズにも送り，「新しいロンドン

大学の経済学コースは，…経済学の技術的側面から

区別された科学的側面を十分に尊重していない」

等々と書いた，彼によれば，経済学教育の制度化は

「イギリスの経済的安寧に緊要な重要性をもち，ロ

ンドンとケンブリッジは大西洋の此岸における他の

どの経済学校よりも，多くの側面でお互いに密接な

関係をもってい」た6り．

　世紀の変わり目に書かれたマーシャルからヒュイ

ンズへの手紙は，経済学の研究・教育の中心をめぐ

る確執にも思われるが，それらは，商科大学運動が

高揚する中で1898年置文部省（Education　Depart－

ment，1899年からBoard　of　Education）カ・ら出され

たヒュインズの報告書“London　School　of　Eco－

nomics　and　Political　Science”に端を発していた．

ヒュインズはまた，同じ年ロンドン商業会議所の主

催で開かれた大規模な商業教育会議で「高等商業教

育の組織化」について話し，前年にはロンドンで開

かれ’た第四回国際実業教育会議で，「経済学教育」に

ついて報告した．さらに，1899年に出されたロンド

ン実業教育局の『商業教育に関する特別小委員会報

告書』もLSEの発展を詳細に伝えていた．このよ

うな状況下でマーシャルはヒュインズに書いた

（1899年10月12日付）．文部省への報告書での「イ

ギリスにおける経済学の状態についての貴兄の説明

を読んでから，私は幾分感情を害しています．…そ

れを読んだ時，私は遅かれ早かれ公的にせよ私的に

せよ，抗議をしなければならないと感じました．…

私は，貴兄がここ［ケンブリッジ］で何がどのように

行なわれているか全く知らないのではないかと思い

ます．もしも貴兄が…ロンドン・スクールで講じら

れているのと同様の科目について，ここで一年間に
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行なわれている講義数を数えたら，仰天するだろう

と思います．」実際，1888－89年と1897年の改革で，

道徳科学および歴史学のトライボスにおける経済学

教育の範囲は拡張され，，道徳科学部（Moral　Science

Board）による1897年の規定では，経済学および政

治学は，哲学，形而上学，その他の道徳諸科学から

正式に分離されていた．そして，「他のトライボス

の学生が，あたかも経済学・政治学トライボスであ

るかのように道徳科学トライボスのPart　IIに入れ

る」というマーシャルやシジウィックの願いは，既

存の制度の枠内で事実上実現されていた68）．

　ケンブリッジ大学の評議員に対する『経済学およ

び政治学の関連分野におけるカリキュラム創設の訴

え』（1902年4月7日付）は，経済学トライボス創設

の直接の引き金となったのであるが，そこでマーシ

ャルは，経済学教育の制度化を訴える根拠とともに，

オクスフォードやケンブリッジのような旧い大学と

新しい都市大学とのいわば機能分担を論じている．

いわく．「大都市の大学がある階層のビジネスマン

に対して，我々［ケンブリッジ］が教師や医師にして

いるのと同様に，生計の資を得るための直接的な教

育をすることは正しいかもしれない．しかし，イギ

リスのより旧い大学のビジネスに関する教育は他の

方向にあるように思われる．」彼によれば，当時の企

業経営における多くの変化の中で二つのことが顕著

であった．一つは，「低位の仕事における専門化の

増大傾向」であり，もう一つは「ビジネスの首脳，

会社の取締役および高位の公務員の仕事における広

がる範囲と専門化の低減傾向」であった．そして，

「比較的低位のビジネスに相応しい技術訓練」は，オ

クスブリッジよりも他の機関が容易に提供できるの

に対し，オクスブリッジはより大きな経営事象に関

わる幅広い教育と，そこでの生活が与える人格の陶

冶に適しているとされた69》．

　この点は，『経済学および政治学の関連分野にお

ける新しいケンブリッジのカリキュラム：その目的

と計画』（1903年）で，次のように展開されている．

オクスブリッジでの生活は「強さと性格の真摯さを

発展させ」，「人間の重大な組織や重要な公共の利益

を取り扱うべき人々が，社会的な関係において必要

とする能力を引き出してくれる．…川の面やフット

ボール場で，学生は耐えかつ忍ぶことを学び，服従

し指揮することを学ぶ．」さらに，学寮での生活は共

感の精神を発展させるのであるが，学生間の共感の
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念はいつも弱者の方に傾くのであり，こういう教育

を受けた雇い主は，たとえ若くても被傭者の心を容

易につかむことができるのであった．株式会社の取

締役や州・市の行政官は，かつて経験がないような

経営事象について「敏捷な」政策決定を求められた．

また，社会問題，協同組合，労使の調停・仲裁等に

当面する人々も同様で，そこに寄宿制大学である故

に育成される「弾力性ある精神」や「速やかな共感

心」をもった人材が特に必要とされるのであった7。）．

　これらの論述は，後年の大著『産業と商業』（1919

年）でも繰り返されている．すなわち，企業組織に

必要とされる能力を扱った，第二編第10章への補

肥と思われる「教育」の第二節「企業の重責を担う

準備としての大学での訓練について」でこの問題は，

次のように主張されている．「強く機敏な知的能力

に加えて，ビジネスマンは，人間を管理する能力と

ともに人間性についての知識をもつ必要がある．こ

の目的のために，アングロサクソン型の寄宿制大学

における生活が与える社会的訓練は特別に有益であ

る7n．」

　マーシャルは，『産業と商業』の第二編網10章で，

「大企業の首脳者（head）と主要職員に必要とされる

能力」を論じているが，それによれば，資本の供給

が十分なことを前提するなら，相当規模の企業の首

脳者に必要とされる能力は以下のようなものであっ

た．（a）判断力，深慮，企業心，および危険を引き受

け断行する剛毅さ．（b）適切な技術に通暁し，進歩

を創始する力をもつこと．（c）高度の組織力．（d）

部下の性格を読み取る力．彼らを扱う際に，果断，

機転，信頼および同情心を合わせもつこと。（e）各

人に対し，各人のできる最高の仕事の選定に機敏で

あること．そしてこれらの能力は，中規模企業の首

脳者および多かれ少なかれ大企業の主要職員にも必

要とされるのであった．周知のように，マーシャル

は『経済学原理』第四編第12章「企業経営」で，現

代の実業世界において生産を最も有効に指導する役

割は，「使用者の専門的集団」あるいは「企業者

（undertaker）という特別の階級」に委ねられている

とし，企業者論を展開している．その場合にも，彼

がいう経営能力はおよそ技術的・専門的性格のもの

ではなかった．いわく。「産業上の技能と能力がそ

うであるように，経営能力もまたB一日と，判断，

機敏，機略，綿密，意志の強固といった広範な性能

一なにか特定業種に特化しているのではなく，す

べての業種に多かれ少なかれ役立つところの性能に
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強く依存するようになってきた．…経営能力は高次

になるほど，その適用範囲はいっそう多種多様にな

るのである72》．」

　彼の考えでは，、大学で「地質学の徹底的な研究を

した炭坑経営者にとって，鉱山の竪坑や坑道は一種

の科学博物館であり実験所であっ」た．そして，「地

質学が鉱山業に対してもつ関係は，経済学が一般的

ビジネスに対してもつ関係に似てい」た．いかに卒

業後の職業と直接的な関係をもとうが，「活力を失

わせるような技術教育」よりも，職業とは無関係の

学科を奮起して勉強させる教育の方が，ビジネスの

指導者の養成には適していた．要するに，経済学ト

ライボスが目ざしたのは，彼がギリシャ学者Sir

Richard　Jebb（1841－1905）を引用していうように，

「知性を鍛え，知的能力に伸縮性を与え，性格を強化

し，単なる専門家ではなく，有能な人間（emcient

man）を形成する」教養教育であった73）．

　経済学トライボスのカリキュラムでは，最初の2

年間は，経済学者になろうとする者もビジネスにつ

こうとする者も一緒に，Part　Iの学科（経済学原理3

papers，経済史および一般史2papers，政治制度1

paper）を必須として学ぶ．そして3年次にはじめ

て，ビジネろあるいは公務につこうとする者は，必

須の一般経済学3papersに加えて，上級経済学に

おいて「ビジネス生活の事実およびそれへの経済学

原理の適用に関する2つの即実的な科目」を学ぶの

であった．上級経済学は，A．近代産業の構造と問

題，B．賃金と雇用の状態，　C．貨幣，信用および価

格，D．国際貿易とその政策，を主内容とし，「即実的

な」課題と，より学問的な「分析的」課題とに分類

されている74》

　マーシャルが考えるビジネスマン教育の性質は，

会計学の設置をめぐる『タイムズ』との論争によく

示されている．バーミンガムの商学部を熱烈に支持

したのとは対照的に，『タイムズ』はマーシャルの試

みに最初から冷静であった．商業教育の必要を主張

する同紙は，1905年11月18日の「教育短信」欄

で，「オクスフォードやケンブリッジの卒業生はビ

ジネスマンとして役に立たない」という意見の表明

を伝えた．これに対して，マーシャルは同紙への11

月20日付の手紙で，ビジネスマン教育に関して「ケ

ンブリッジはその責務を完壁に遂行すべく大いな努

力をしている」と書いた．これを受けて，『タイム

ズ』はさらに論戦を挑んだ．いわく，「ビジネスマン

にとってその知識が不可欠な科目があるとすれば，

それは明かに会計学の理論と実践である．そして，

ケンブリッジの計画からこの科目が脱落しているこ

とは，まことに重大である．」同紙によれば，様々な

企業で行なわれている会計の形態，貸借対照表，減

債基金，原価償却など会計学の事項が，オクスフォ

ードやケンブリッジで学問的に取り扱えないのであ

れば，ビジネスマン教育をしょうという試みも自ず

と断念されるのであった．

　マーシャルは12月14日および27日付の手紙で，

経済学トライボスは規模からしても会計学を設けら

れないと弁明し，さらに次のように反駁している．

大学は，普通卒業生に対しても，会計学の技術的知

識を「早まって」吸収させるために多くの時間を割

くことはできないし，優等卒業生には「どうみても

そのような勉強は不適切であっ」た．彼によれば，

「大学生活の神聖な3年間」は既に別の学科で完全

に埋まっていて，様々な企業で採用されている会計’

の詳細な形式などは「頭脳を一杯にするだけで，そ

れを拡充も強化もしない」のであったボ彼の見聞に

よると，「今日のビジネスマンが必要としているの

は，知識よりも能力であ」り，「大学が世界に送り出

すべきものは，既に無用なことを詰め込まれている

頭脳よりも，強く機知に富んだ頭脳であっ」た．マ

ーシャルは，会計学を職業教育に必要な簿記と同等

に考え，また彼によれば，様々な企業が必要とする

判断力の技術的側面は「経験」によって初めて有効

に教育され，「その判断がもとずく原理が一般的な

ものである限り，それらは経済学と同じ基礎に依存

しているのであった75）．」

　カディシュもいうように，マーシャルはおそらく，

ビジネスマン教育のためにとくに経済学教育の内容

の変更が必要だとは考えなかった．アシュリーの商

学部がマーシャルのトライボスに対する‘antithe－

sis’かどうかはともかく，結果的に両者の間にはか

なりの対照性がみられることになった．経営者・経

営能力の養成というマーシャルの意向とは別に，経

済学トライボスは結局，物理や数学と同様に考えら

れる専門的，科学的な経済学の発展あるいはマーシ

ャルの論理（organon）の発展を主要な目的とするこ

とになった．D．コラードの新しい研究「マーシャル

以後のケンブリッジ」も確認するように，初期トラ

イボスが養成した数少ない人材は，わずかの官庁エ

コノミストを除いて，ケンブリッジ学派の形成に寄

与することになった76）．
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図1　経済学トライボスの卒業生数
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おわりに

　イギリス資本主義の危機を背景にした世紀転換期

の「近代化戦略」において，アシュリーやヒュイン

ズのような「イギリス歴史学派」とマーシャルとの

．見解はかなりの共通点をもった．しかし，関税改革

だけでなく，経営者・行政官養成のための経済学・

商学教育においても，両者の間には結果的にかなり

ゐ対照性があらわれることになった．経済学トライ

ボスは，結局ピグウのもとで，ケンブリッジ学派の

形成，新古典派経済学の成長・展開の場となった．

他方，この時期の商学教育は十全に展開せず，創設

期のバーミンガム大学商学部は，L．ハンナやキーブ

ルがいうように，．．イギリスの大学と企業との‘reluc・

tant　relationship’を例証するものとなり，そのこと

は同時代の諸外国と比べた場合にとくに顕著であっ

た．アシュリーのもとに留学した上田貞次郎は，成

長する日本の高商・商大の場で営利・非営利あるい

は体制を超越した組織体の経営の学としての経営経

済学を確立した．マーシャルは，『産業と商業』で

「産業技術と企業組織」について周到な研究を展開

したが，イギリスでは組織体の経営という観点から

の学問は結局展開することがなかったし，企業組織

についてのマーシャルの研究はおそらく相対的に軽

視されることになった．アシュリーによる経営経済

学構築の試みは母国イギリスの社会では展開を阻ま

れてきたように思われる．

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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